
様式２

＜参考：施策を実現するためのその他の取組＞

●
達成していない概ね達成

（90％以上） （70％～90％未満）

様々なまちづくりの課題に対応するためには，個人の能力を絶えず高めていく必要があり，県内市
町の一体的な取組である本協議会の研修事業は，本市の研修の充実，本市職員の資質の向上に寄与
しており，行政の組織力の向上につながっていることから，引き続き事業を継続していく必要があ
る。
今後は，平成２４年度に市町村職員研修事業が市町村振興協会に継承される方向性が示されたこと
から，当研修事業を安定的に実施していくための財政基盤を見極めながら対応を検討していく。

10,000 Ａ10,000 継続

―---― 55

実績値

⑤
市
民
意
識
調
査
結
果

（政策目標への効果）

12.4% 64.2%
市民の

施策満足
度

⑥
施
策
の
評
価

8080

実績値

―---―

―---―

―---―

Ｈ２１ Ｈ２２ 重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標
に対する
寄与度(千円) (千円)

②施策目標

● 十分である

十分である

増加している

（単年度目標）

有効性

市民の
施策重要

度

達成している達成度

⑧取組の
考え方

51

―---―

説
明

適切性

（住民・社会ニーズ）

事業費

４　施策を構成する事務事業一覧

横ばい

●

●

不十分な事業
が複数ある

重点事業

３　今後の取組方針

見直し事業

本市では，地方分権時代を担うに相応しい自律行動型職員の育成を目指して，職員一人ひとりの政策形成能力や課題解決能力の向上に取り組むとともに，努力して成果を上げた職員が適正に処遇される人事制度の構築を進めるこ
とにより，最小の資源で高度化・多様化する市民ニーズへの対応を図っているところである。
今後も，職員のやりがいを高めるような人事管理制度の充実や，研修などを通じた職員の能力開発の促進，簡素で効率的な執行体制の整備に取り組んでいくことにより，行政の組織力の向上を図る。

目標管理により組織と個人の目標が関連付けられ，個人が努力した成果が組織目標の達成につながり，職員の職務に対するやりがいが高まっている現状を踏まえ，努力して成果をあげた職員が適
正に処遇される人事管理制度の構築をさらに推進する。

総論

―

２　施策の現状と達成状況，課題の抽出

取組の
　基本方向

総合計画
　政策の柱

行政の組織力の向上

説
明

必要性・緊急性

（適切な事務事業
の選択，実施）

持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立
するために

政策名
（基本施策

名）
行政経営基盤を強化する

施　策　カ　ル　テ
１　施策の位置付け 担当課 人事課

達成率
(%)

目標値

Ｈ２４：目標

―---―

本市の行政運営を効率的・効果的に行うことで，行政経営基
盤が強化されています。

Ｈ２３Ｈ２２

実績値

Ｈ２０

―---― 目標値 目標値

実績値

60

Ｈ２１

50

―---―

70

114.0%

政策目標
（基本施策目標）

Ｈ１９：基準

「行政経営基盤を強化する」ため，限られた経営資源を最大限に活用することのできる「効果的で効率的な行政経
営システムの確立」，地域に視点を置いた行政経営を進めるための「地区行政の推進」，さまざまな行政課題を解
決し，より魅力あるまちづくりを進めていくための「行政の組織力の向上」，将来にわたって魅力あるまちづくり
を進めていくための「財政基盤の強化」に，重点的に取り組みます。

目標値

65 68

目標値

実績値

目標管理制度により組織と個人の目標を関連付けることにより，個人
が努力した成果が組織目標の達成につながっている。
また，職員が目標達成のためその能力を最大限に引き出せるよう研修
内容の充実を図るとともに，グループ制の活用など機動的な組織整備
を行っているところである。

平成２１年度に施策指標の目標値を達成しており，その後も目標以上
の実績で推移しているが，今後も現状値を維持・向上できるよう，各
種事業の着実な推進に努める。

成
果
が
見
ら
れ
る
点

⑦
現
状
分
析
と
課
題
の
抽
出

（

③
～

⑥
を
踏
ま
え
た
分
析
）

目標管理などを通して職員一人ひとりが明確に目標を設定することにより，職員の参
画意識や計画的・主体的に職務を遂行する意識が醸成されており，目標を上回ってい
る。（平成２１年度より調査項目を従来の３段階の調査から４段階の調査へと変更
し，「やりがいがある」「どちらかというとやりがいがある」と回答した職員の合計
となっている。）

行政経営に関する課題の積極的な解決と職務を通じた能力開発の促進を目的とする目
標管理制度は，職員のやりがいの向上につながっており，行政経営基盤の強化に効果
をあげている。

組織と個人の目標が一致するよう，年度当初に組織目標を踏まえた個人目標設定を行
い，その後も進捗状況を都度確認しているほか，職員が個人目標を達成するために必
要な能力を開発する研修内容の充実を図ることなどにより，組織目標の達成に取り組
んでおり，適切に事業を実施している。

社会情勢の変化等に伴い高度化・多様化する市民ニーズに対して，適切に対応できる
職員としての資質や能力が求められるとともに，柔軟で機動的な執行体制の整備が求
められている。

目標管理を通じた人事評価の精度向上や，職員のキャリア開発の推進
など，人事管理，人材育成等の取組を強化する必要がある。

改
善
の
必
要
な
点やや不十分で

ある

説
明（70%未満）

減少している

不十分である

研修実施日数（日）

51

説
明

不十分な事業
が一部ある

Ｈ２１

目標値

53

53

実績値

活　動　指　標　等

同左
⑨政策評価
会議意見

実績値

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針
事業の
方向性

Ｈ２２

目標値 事業費

職員の人事管理（任用，服務管理等）

対　　象　　者
開始
年度

№ 事　　　業　　　名

栃木県市町村職員研修協議会交付金

栃木県市町村職員研修
協議会

10,000施　策　事　業　費　合　計 10,000

51

Ｈ１２

人事課担当課

1

指標②

現職務に「やりがい」をもっている
職員の割合

―---―指標④
（特記事項）

③施策を
取巻く環境

④
施
策
の
達
成
状
況

①施策名

指標③

外部意見
その他

国・県等の
動向

・第５次総合計画審議会分科会において，「まちづくりに幅広い知識を持った職員を育てるため，人事や人の活用の仕方を
変えることが必要である。」との意見があった。
・市民から縦割り行政を指摘されており，市民協働に必要な効果的なまちづくりに取り組むことのできる組織の継続的な改
善が求められている。

行政が組織力を高め，さまざまな，まちづくりの課題に対応しています。

施　策　指　標（単位）

指標①
（総合計画
に基づく指

標）

職員 ―
担当課 人事課

人事管理においては，平成１３年度から，「頑張った職員が頑張って良かったと実感でき，適正に処遇される制度
の確立」を目標とする新しい人事管理制度を導入し，運用している。具体的な取組みとして，人事管理における
「能力主義・成績主義への転換」や「採用における人物重視の強化」などを推進しており，今後も継続して取り組
んでいく。

―
― ―

―
― ―

人材育成
職員 ―

担当課 人事課

人材育成においては，平成21年度に人材育成基本方針を策定し，職員研修体系に基づき，引き続き，職員が自主的
に自己の能力開発のために行う「自己研修」，所属が職場で求められる能力開発のために行う「所属研修」，人事
課が職務遂行上必要となる基本的な能力開発のために行う「基本研修」を実施していく。

―
― ―

―
― ―

組織整備・定員適正化
職員 ―

担当課 人事課

将来にわたり持続可能で戦略的かつ自律的な行政経営を実現するため，行政需要の変化に柔軟かつ
的確に対応し，良質な市民サービスを迅速かつ効果的に提供できる簡素で効率的な執行体制の整備
に取り組んでいく。

―
― ―

―
― ―

・社会情勢の変化等により行政課題が高度化・多様化し，地方分権が本格化する中、自治体の自己決定能力や自己責任が問
われており，それを担うに相応しい政策形成能力や課題解決能力を有する自律行動型の職員が求められている。
・県においては，職員の働きがいを高めるため，職員の登用や適材適所の人事配置等に活用する人事評価システムの本格導
入を予定している。

― ― ―

― ― ―

― ― ―
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